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山梨県における中学校・高等学校教員向け消費者教育の教材開発

Development of Consumer Education Teaching Materials for Middle and High School Educators
in Yamanashi Prefecture

神　山　久　美 *

KAMIYAMA Kumi

要約：筆者が編集責任者として関わり，山梨県県民生活センターから発行された中学

校・高等学校教員向け消費者教育教材の内容及び山梨県が実施した高等学校の消費者

教育の実施状況アンケート結果を通して，消費者教育の内容・指導方法などについて

考察し，特に家庭科の課題について論じた．作成教材は，消費者市民社会の構築に関

する内容を導入し，学校での活用を考え内容を工夫し，追加教材も入れて県webサイト

からダウンロードできるようにした．山梨県のアンケート調査データを，特に家庭科

に着目して筆者がさらに分析した．主として家庭科が消費者教育を実施しており，衣

食住の生活などに関連させて行う消費者教育の内容が多かった．消費者教育の指導方

法は講義形式（板書の授業）が多く，多様な指導方法を導入していく必要がある．さ

まざまな消費者教育の課題があるが，県民生活センターを消費者教育の拠点とし，消

費者教育コーディネーターを活用した課題解決が期待される．

キーワード：消費者教育　教材開発　中学校・高等学校　山梨県　家庭科

Ⅰ　はじめに

　2017年３月に小学校・中学校の次期学習指導要領が告示された．消費者教育の内容を多く含む家

庭科では，現行の４内容から３内容（A内容「家族・家庭生活」，B内容「衣食住の生活」，C内容「消

費生活・環境」）に整理され，C内容「消費生活・環境」ではいっそうの内容の充実が図られた．例

えば，小学校で「買物の仕組みや消費者の役割」に関する内容が新設され，持続可能な社会の構築

などに対応し自立した消費者を育成するために，中学校・高等学校と系統的，発展的に指導ができ

るようになっている．

　このC内容「消費生活・環境」の充実の背景には，2012年の「消費者教育の推進に関する法律」（略

称：消費者教育推進法）の施行がある．国や地方公共団体は消費者教育の施策を推進することが責

務となった．国では，消費者庁や文部科学省などが中心となり消費者教育を推進している．地方公

共団体では，消費者教育推進計画を策定し，消費者教育推進地域協議会を設置することが努力義務

となっており，現在，多くの都道府県や政令指定都市が計画を策定，協議会を設置して消費者教育

を推進している．

　山梨県は，「やまなし消費者教育推進計画～公正で持続可能な社会の実現に向けた消費者教育の推

進～」を2014年３月に策定し，その後，この計画を包含した「山梨県消費者基本計画」を2016年３

月に策定した．「山梨県消費者基本計画」では，４つの基本方針の1つに消費者教育の推進を挙げ，

ライフステージ（幼児期から高齢期までの生涯の発達段階）や，学校や地域などの様々な場に応じ
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た消費者教育の推進に取り組むことになっている．そして，県民生活センターを消費者教育の拠点

として，様々な情報を集積し，地域住民に消費者教育を推進する場として，また，消費者教育の担

い手を支援する場として活用するという記載がある１）．

　山梨県県民生活センターでは，2015年２月に小学校教員向け消費者教育教材「はじめての消費者教

育～小学校における指導のために～」を発行し，山梨県webサイト「学校向け教材」で提供した２）・

2016年３月には，中学校・高等学校教員向け消費者教育教材「消費者市民社会をつくる～中学校・

高等学校における消費者教育のために～」を発行し，同webサイトで提供した（図１参照）．さらに，

2017年３月には，この中学校・高等学校教員向け教材に「フェアトレード」の内容を追加した．こ

れらすべての教材作成には，筆者と山梨大学教育学部学校教育課程生活社会教育コース家政教育系

の学生が携わった．この中学校・高等学校

向け教材は，公益財団法人消費者教育支援

センター「2016年度消費者教育教材資料表

彰」において「優秀賞」を受賞した．

　また，山梨県は，2016年１月から2017年

１月に，公立高等学校教員を対象として消

費者教育実施状況アンケートを実施した．

　本研究は，山梨県県民生活センターが中

学校・高等学校教員向けに発行した消費者

教育の教材の内容及び公立高等学校教員を

対象とした消費者教育アンケート結果を通

して，消費者教育の内容・指導方法などを

考察し，特に家庭科における指導の課題を

見出すことを目的とした．

Ⅱ　教材の概要

１　教材の内容について

　中学校・高等学校教員向け消費者教育教材「消費者市民

社会をつくる～中学校・高等学校における消費者教育のた

めに～」は，2016年３月山梨県県民生活センターから発行

され，山梨県内の全中学校・高等学校などに冊子媒体で配

布された．作成協力者として筆者（編集責任者），山梨県金

融広報委員会，財務省関東財務局甲府財務事務所が関わり，

山梨県教育庁義務教育課，山梨県教育庁高校教育課が協力

した．64頁のA4判カラー冊子で，本文，ワークシート，映

像教材，パワーポイントが，図１の山梨県「学校向け教材」

サイトからダウンロードできるようになっている．前年度

に発行した小学校向け教材配布後に教員に実施したアン

ケート調査では，ダウンロード可能な教材であることの評

価が高く３），今回も教材がダウンロードできるようにした.

　図２が，この教材の目次である．最初に消費者教育推進

法や山梨県消費者基本計画の説明を入れ，「Ⅰ消費者市民社

図１　山梨県「学校向け教材」掲載の教材
＜注＞本図に収めるため筆者が位置を調整

図２　教材の目次
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会の形成に向けて」，「Ⅱ消費者教育の授業づくり」，「Ⅲ授

業で使える題材紹介」の3章構成とし，最後に「消費者教育

の体系イメージマップ」を資料として加えた．また，教材

のキャラクターとして，山梨県の県獣カモシカ，県鳥ウグ

イス，武田信玄のイラストを入れて，親しみやすく,わかり

やすくなるように工夫した（図３参照）．

　消費者教育推進法によって消費者教育の理念に消費者市

民社会の形成が明示され，「消費者教育の体系イメージマッ

プ」４）の重点領域にも「消費者市民社会の構築」がある．本

教材では「Ⅰ消費者市民社会の形成に向けて」として，消

費者市民社会や消費者の権利と責任，買い物の社会的な意

味の説明やそれらの指導例などを掲載した．

　「Ⅱ消費者教育の授業づくり」や「Ⅲ授業で使える題材

紹介」では，学習指導要領と「消費者教育の体系イメージ

マップ」の関係や，消費者市民社会で消費者がつけたい力

の説明，消費者教育教材が検索できる消費者庁「消費者教

育ポータルサイト」の紹介などを掲載した．授業で使える

題材は，「１生活の管理と契約」，「２

情報」，「３安全・安心と環境」に分け

て提示した．例えば，契約の基本や意

思決定プロセス，クーリング・オフ制

度，未成年者契約の取消し，山梨大学

学生が作成した悪質商法に関する教材

（図４参照），カード社会・多重債務問

題，インターネットトラブル，子ども

の事故，環境への配慮に関する県内の

取組み，県民生活センターの紹介など

である．

　本教材は，公益財団法人消費者教育

支援センター「2016年度消費者教育教

材資料表彰」の行政部門において「優

秀賞」を受賞し，内容について高い評

価を得られた．消費者庁「消費者教育ポータルサイト」の教材登録をしており，消費者庁のこのサ

イトから本教材の閲覧ができるようになっている．また，山梨県総合教育センター webサイトから

リンクを張っている．

２　追加教材について

　消費者市民社会の形成に向けて，人や社会・環境に配慮した消費行動である倫理的消費（エシカ

ル消費）への関心が高まっている．2015年に国連総会で採択された「持続可能な開発目標」（SDGs）
の12番目に「持続可能な生産と消費のパターンを確保する」ことが目標として挙がっている５）．消

費者庁では2015年から2016年にかけて「『倫理的消費』研究調査会」が開催され，その内容や必

要性などについて検討が行われた６)．倫理的消費にあたる具体的な消費行動の例として，フェアト

図３　イラスト例
 出典：「消費者市民社会をつくる～中学校・
 　　　高等学校における消費者教育のため
 　　　に～」買い物の意味 pp.６-７

図４　山梨大学の学生作成の教材
　　出典：「消費者市民社会をつくる～中学校・高等学校における
　　　　　消費者教育のために～」大学生からの教材提案 p.36



－ 78 －

山梨県における中学校・高等学校教員向け消費者教育の教材開発

レード商品の選択・購入があり，家庭科の教科書においてもフェアトレードが掲載されるように

なってきた．

　山梨県webサイト「学校向け教材」は，随時，掲載内容が更新できるようになっている．中学校・

高等学校の追加教材として，「フェアトレードから考える私たちの消費生活」を作成し，2017年３月

に掲載した．

　エシカル消費の説明やフェアトレード

の解説を入れ，次に，映像教材「フェア

トレードについて学ぼう！」という，県

内のフェアトレードショップに協力して

もらい，フェアトレードを紹介する映像

教材を作成した．山梨大学の学生がフェ

アトレードショップ店員にインタビュー

をする形式で，①店の紹介，②店内の様

子，③フェアトレードについての基礎知

識，④フェアトレード商品の見分け方，

⑤フェアトレード商品の紹介，⑥カカオ

豆ができるまで，⑦フェアトレードによ

る現地の生活の変化，⑧わたしたちにで

きること，という内容構成である．山梨

県webサイト「学校向け教材」からYouTubeによる教材配信をしている（図５参照）.また，山梨大

学の学生がフェアトレードに関する指導案，ワークシート，パワーポイント教材を作成し，これら

も掲載をしている．

Ⅲ　山梨県「公立高等学校における消費者教育の実施状況アンケート」
　　結果から

１　県の調査概要及び結果

　山梨県県民生活センターは，2016年12月～ 2017年１月，県内の全公立高等学校（全日制及び定時

制・通信制は全日制と別カウントした計37校）の消費者教育に関わる教科･科目の教員全員を対象

として，消費者教育の実態を調査した．調

査結果は山梨県webサイトで公開されてい

る７）．

　それぞれの高等学校において消費者教育

に携わっている教員全員が回答しており，

有効回答者数は279人であった．回答者の

担当教科は，公民科58人，家庭科53人，

情報科42人，商業科61人，総合28人，そ

の他 （地歴，芸術，理科，数学，保健体

育，英語など）47人という結果であった

（図６参照）．消費者教育は高等学校におい

て，さまざまな教科などに渡って広く実施

されていた．

図５　映像教材「フェアトレードについて学ぼう」
  出典：山梨県「学校向け教材」中学生・高校生向け教材⑨
  　　　追加教材２映像教材「フェアトレードについて学ぼう」

 図６　山梨県公立高等学校で消費者教育に携わる教員

 　　　の担当教科（単位：人）
 出典：「平成 28 年度山梨県公立高等学校における消費者教育の
 　　　実態調査について」p.２
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　また県の結果では，消費者教育が主として導入されている家庭科，公民科，情報科の回答者の消

費者教育の平均実施時数は，家庭基礎（２単位）が6.0時間（回答者30人），家庭総合（４単位）が

10.0時間（回答者21人）であり，現代社会（２単位）が3.6時間（回答者42人），政治・経済（２

単位）が3.7時間（回答者26人），社会と情報（２単位）が4.3時間（回答者36人）であった．消費

者教育の平均実施時数は，家庭科が最も多かった．山梨県の公立高等学校では，主として家庭科が

消費者教育を実施していた．

２　家庭科に関する結果及び考察

（1）実施している消費者教育の内容

　実施している消費者教育の内容とその実施人数について，山梨県のデータを使用し，さらに担当

教科ごとに筆者が分析を行った．家庭科（回答者53人），公民科（回答者58人），情報科（42人）に

分けて，実施している消費者教育の内容の人数とその割合について，全体及び教科ごとにまとめた

ものが表１である．

　表１は，有効回答者279人が実施している消費者教育の内容について，多い順に上から並べた表で

ある．併せて，各内容について，各教科担当者が実施している人数及びその教科担当者全体での割

合を示した．

山梨県における中学校・高等学校教員向け消費者教育の教材開発

内　　容
全体実施人数
人数（％）

家庭科53人中の
実施人数（％）

公民科58人中の
実施人数（％）

情報科42人中の
実施人数（％）

悪質商法とクーリング・オフ 129（46.2） 48（90.6） 41（70.7） 9（21.4）

契約と契約トラブル 127（45.5） 45（84.9） 36（62.1） 12（28.6）

消費者の権利と責任 118（42.3） 44（83.0） 42（72.4） 5（11.9）

信用取引やクレジットカートﾞ 111（39.8） 46（86.8） 18（31.0） 8（19.0）

スマホやネットのトラブル 111（39.8） 22（41.5） 16（27.6） 31（73.8）

ゴミ問題やリサイクル 105（37.6） 33（62.3） 30（51.7） 5（11.9）

通信販売やインターネット取引 103（36.9） 28（52.8） 18（31.0） 25（59.5）

製造物責任法（ＰＬ法） 101（36.2） 31（58.5） 32（55.2） 6（14.3）

知的財産権（偽ブランドと著作権） 87（31.2） 4（ 7.5） 26（44.8） 31（73.8）

環境を考えた消費 86（30.8） 33（62.3） 26（44.8） 3（ 7.1）

資源や省エネルギー 76（27.2） 20（37.7） 28（48.3） 3（ 7.1）

商品・サービスの表示やマーク 73（26.2） 38（71.7） 11（19.0） 7（16.7）

地産地消 73（26.2） 43（81.1） 14（24.1） 2（ 4.8）

食品添加物や残留農薬 70（25.1） 43（81.1） 12（20.7） 1（ 2.4）

商品の品質と安全性 64（22.9） 24（45.3） 15（25.9） 3（ 7.1）

消費生活センターの機能と役割 62（22.2） 32（60.4） 22（37.9） 2（ 4.8）

遺伝子組み換え食品 61（21.9） 37（69.8） 15（25.9） 2（ 4.8）

商品の選択 60（21.5） 29（54.7） 8（13.8） 3（ 7.1）

家庭の経済生活，家計管理 56（20.1） 29（54.7） 7（12.1） 3（ 7.1）

フェアトレード 56（20.1） 30（56.6） 21（36.2） 0（ 0.0）

食品ロス 40（14.3） 31（58.5） 6（10.3） 0（ 0.0）

消費者市民社会 39（14.0） 19（35.8） 10（17.2） 2（ 4.8）

金融商品・投資に関するトラブル 39（14.0） 9（17.0） 13（22.4） 6（14.3）

生活情報の活用（広告等） 35（12.5） 6（11.3） 4（ 6.9） 10（23.8）

その他 10（ 3.6） 1（ 1.9） 2（ 3.4） 1（ 2.4）

表１　実施している消費者教育の内容と回答人数（実施が多い内容について）

＜注＞・全体実施人数とは有効回答者 (279人) がそれぞれの内容を実施している人数とその割合（％）を示す
　　　・各教科の担当人数中の実施人数とは，それぞれの内容を実施している人数とその割合（％）を示す
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　「悪質商法とクーリング・オフ」，「契約と契約トラブル」，「消費者の権利と責任」は，全体での実

施割合が高かった．これらの実施割合を教科ごとにみると，家庭科のほうが公民科よりも実施割合

が高かった．契約や悪質商法などについて，家庭科で８割以上の教員が実施していた．公民科で６

～７割の実施率と低くなったのは，前述の結果にあるように，公民科での消費者教育の平均実施時

数が家庭科よりも少ないからではないかと考えられた．

　「信用取引やクレジットカード」については，家庭科の実施率が86.8％なのに対して，公民科では

31.0％とかなり低かった．高等学校の家庭科では，契約などの他に生涯の生活設計などについて行

うため，関連させて実施しやすいのではないかと考えられた．

　「スマホやネットのトラブル」，「知的財産権（偽ブランドと著作権）」については，情報科での実

施率が７割以上と高かった．また，「通信販売やインターネット取引」は，情報科や家庭科で５割

以上，公民科では３割以上の実施率であった．これらは教科書に掲載されている内容であるが，生

徒の実態などを含めて教員が知らないことがらも多い内容である．今回の教材では，授業で使える

題材「情報」のところで消費生活相談情報に基づく統計や相談事例を入れた．また，県民生活セン

ター出前講座の講座内容例でも紹介した．教員がこれらを活用し，指導をしていくことが望ましい．

　家庭科では，衣食住の生活に関連させて実施している消費者教育の内容が多く，実施割合が高く

なっていると考えられた．例えば，家庭科で実施率が６割以上の内容には，「ゴミ問題やリサイクル」

（62.3％），「環境を考えた消費」（62.3％），「商品・サービスの表示やマーク」（71.7％），「地産地消」

（81.1％），「食品添加物や残留農薬」（81.1％）がある．

　「商品の品質と安全性」については，全体の実施率は22.9％と低く，家庭科でも45.3％である．「消

費者教育の体系イメージマップ」の重点領域として「商品等の安全」がある．今回の教材では，授

業で使える題材「安全・安心と環境」のところに商品事故情報や子どもの事故などの内容を入れた．

商品等の安全に関する指導をより充実させていくべきである．

　「フェアトレード」は，全体の実施率は20.1％と低く，家庭科でも56.6％であった．今回の教材で

は追加教材として入れたが，「消費者市民社会」に関する内容とあわせて，授業で導入していくこと

が望ましい．

　「金融商品・投資に関するトラブル」は，公民科の実施率が22.4％，家庭科では17.0％と低かっ

た．家庭科では生涯の生活設計に関連する内容である．今回の教材ではこの内容は入っていないが，

今後，追加教材を入れたり，他の関連サイトのリンクを張ったりするなどしていく必要がある．

（2）消費者教育の指導方法

　消費者教育の指導方法に関して，さらに筆者が山梨県のデータを使用・分析し，県の結果のグラ

フに家庭科担当者53人中の人数とその割合を挿入したものが図７である．

　消費者教育の指導方法について，全体279人中229人が「講義形式（板書の授業）」であり，その

割合は82.1％であった．家庭科担当者53人中ではその割合を超えて，92.5％が「講義形式（板書の

授業）」となっていた．複数回答であるため，このような大変高い割合になったとも考えられるが，

実践的・体験的学習活動を重視する家庭科にとって，消費者教育の指導方法を工夫していくことが

課題である．家庭科では「アクティブ・ラーニング」は49.1％であるが，「シミュレーションやゲー

ム」は18.9％，「ロールプレイングなどの疑似体験学習」は22.6％と低い．今回の教材では，キャッ

チセールスのロールプレイング教材を掲載しており，多様な指導方法を導入していくことが望まし

い．
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図７　消費者教育の指導方法について
＜注＞・単位：人　　・複数回答あり　　・有効回答者数：279人
　　　・出典：「平成 28年度山梨県公立高等学校における消費者教育の実態調査について」p.10に，筆者が家庭科担
　　　　当者 53人中の人数（人）及び割合（％）を加筆した（赤字部分）

図８　消費者教育の課題について
＜注＞・単位：人　　・複数回答あり　　・有効回答者数：279人
　　　・出典：「平成 28年度山梨県公立高等学校における消費者教育の実態調査について」p.11に，筆者が家庭科担
　　　　当者 53人中の人数（人）及び割合（％）を加筆した（赤字部分）
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　「DVD等の視聴覚教材の活用」は家庭科で83.0％と，消費者教育の指導方法として定着している．

近年，さまざまな視聴覚教材が出ており，DVD教材ばかりではないインターネット環境を利用した

教材も多くなっている．「パソコンやタブレットの活用」は全体では30.5％，家庭科では22.6％と低

い．今回の追加教材ではYouTubeによる教材配信をしたが，インターネット環境を利用した効果的

な指導方法を進めるべきである．

（3）消費者教育の課題

　消費者教育の課題に関して，筆者が山梨県のデータを使用・分析し，県の結果のグラフに家庭科

担当者53人中の人数とその割合を挿入したものが図８である．

　消費者教育の課題について，全体279人中67人が「特に課題は無い」とし，その割合は24.0％で

あった．家庭科担当者53人中では，「特に課題は無い」のは18.9％であった．全体では76.0％，家

庭科では81.1％の教員が消費者教育について課題があった．

　「他授業との関係で授業時間が確保できない」については，全体では63人が回答し22.6％であっ

たが，家庭科担当者では34.0％と全体割合よりも高く，授業時間が確保できないという課題が見出

された．また，「活用できる教材が少ない」，「教員向けの研修の機会が不足している」，「授業の実践

事例の紹介が少ない」などが課題として挙がっていた．消費者教育の拠点である山梨県県民生活セ

ンターでは，教材提供やさまざまな情報発信，出前講座などを行っており，その活用をいっそう促

すべきである．

　消費者教育に関するさまざまな課題が見出されたが，消費者教育推進法の施行や消費者教育の拠

点としての消費生活センターの位置づけがあるため，山梨県県民生活センターと学校などの関連機

関との連携が以前よりも円滑に進められるようになってきた．県民生活センターや関連機関のもつ

消費生活に関する多くの情報を，教員が授業で活用しやすいよう工夫して提示し，学校と関連機関

が連携して消費者教育を推進することが必要である．消費者教育の効果的実践を支援する専門職と

して，消費者教育コーディネーターの配置が始まっており，山梨県県民生活センターでも１名配置

された．特に山梨県の消費者教育コーディネーターは，学校教員の経験を有する人材であり，課題

解決に向けて，山梨県の消費者教育の推進に大きく役立つと考えられる．

Ⅳ　おわりに

　山梨県では県民生活センターを拠点とした消費者教育が行われている．本研究は，筆者が編集責

任者として関わり，県民生活センターから発行された中学校・高等学校教員向け消費者教育教材

「消費者市民社会をつくる～中学校・高等学校における消費者教育のために～」の内容及び，山梨県

が実施した「公立高等学校における消費者教育の実施状況アンケート」結果を通して，消費者教育

の内容・指導方法などについて考察し，特に家庭科における課題について論じた．

　消費者教育推進法では，消費者市民社会の定義や消費者教育推進をする上での基本的な考え方が

示された．作成した教材は，消費者教育の重点領域「消費者市民社会の構築」を重視し，中学校・

高等学校での活用を考えて内容を工夫し，さらに倫理的消費（エシカル消費）に関わるフェアト

レードの教材を追加した．山梨県webサイト「学校向け教材」では，教材がダウンロードできるよ

うになっている．今後も内容更新に協力し，サイトを充実させて，学校教員に役立つものにしてい

きたい．

　山梨県県民生活センターが実施した調査データを，特に家庭科に着目して筆者がさらに分析した．

主として家庭科が消費者教育を実施しており，契約や悪質商法などにおける実施率も公民科より高
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かった．家庭科では，衣食住の生活や生活経営などに関連させて行う消費者教育の内容が多く，実

施割合が高くなっていると考えられた．実施率が低い「商品等の安全」や「消費者市民社会」など

の内容を，授業に導入していくことが望ましい．

　消費者教育の指導方法は「講義形式（板書の授業）」が多く，多様な指導方法を導入していく必

要がある．消費者教育のさまざまな課題があるが，県民生活センターに配置された消費者教育コー

ディネーターを活用しながら課題解決を行い，消費者教育を進めていくことが期待される．
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